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要 請 

 

 

当団体は、消費者団体訴訟制度の制度化を受けて、不当な勧誘行為や不当条項の

使用の中止を申し入れたり、団体訴権を行使していくことを重要な活動内容として、

関西地域の７府県の消費者団体や消費者問題に取り組む個人によって、２００５年

１２月３日に結成された消費者団体です。 

２００７年８月２３日には、内閣総理大臣より消費者契約法第１３条に基づく適

格消費者団体として認定されております（組織概要についてはホームページをご参

照ください）。 

さて、今般、貴社が進めておられるＷｉｎｄｏｗｓ１０への無料アップグレード

に関し、当団体に消費者からの情報提供がありました。 

当団体でこの情報を検討した結果、貴社のかかる行為は、消費者の選択の権利を

強引に奪うものと判断できますので、当団体は、本書を以て、貴社に対して、以下

の要請を行います。 

本「要請」は、消費者契約法第１２条に基づくものではなく、消費者団体として

の任意の要請です。 

つきましては、本「要請」に対する貴社のご回答を、２０１６年７月８日までに

書面にて当団体事務局まで、ご送付いただきますようお願いいたします。 

貴社の誠実かつ迅速な対応をお待ちしております。 

なお、本「要請」につきましては、案件の規模と重要性を鑑みて、公開の方式で



行わせていただきます。 

したがって、本「要請」の内容、及びそれに対する貴社のご回答の有無とその内

容等は、すべて当団体ホームページ等で公表しますので、その旨ご承知おきくださ

い。 

 

記 

 

【要 請】 

１ 要請の趣旨 

Ｗｉｎｄｏｗｓ７、同８．１に表示される、Ｗｉｎｄｏｗｓ１０へのアップ

グレードに関し、ユーザーに対しアップグレードを回避する方法を分かりやす

く表示するほか、アップグレードを複数回拒否したユーザーに対する、Ｗｉｎ

ｄｏｗｓ１０へのアップグレードを勧めるダイアログボックスの再表示を、や

めてください。 

 

２ 要請の理由 

Ｗｉｎｄｏｗｓ１０は、いわゆる、オペレーションシステム（以下ＯＳとい

います。）であり、現在使用しているパソコンのアプリケーションソフトがＷ

ｉｎｄｏｗｓ１０に対応しないなど、様々な理由で、現行のＷｉｎｄｏｗｓ７、

同８．１のままで使用したいユーザーが存在することが、容易に予想されます。 

しかるに、現在、Ｗｉｎｄｏｗｓ７、同８．１をＯＳとして使用しているパ

ソコンにおいて、「ＭｉｃｒｏｓｏｆｔではＷｉｎｄｏｗｓ１０へのアップグ

レードをお勧めしています」とのダイアログボックスが頻繁に表示され、本年

５月以降は、アップグレードの時間が強制指定されているようです。 

このアップグレードを回避するためには、ポップアップ表示を閉じるだけで

なく、「ここをクリックすると～」の文字をクリックして、アップグレードの

予定をキャンセルする必要があります。 

そのため、パソコンの操作に不慣れなユーザーは、アップグレードを回避す

ることができず、自らの意思とは無関係に、あるいは、自らの意思に反してイ

ンストールされることになってしまいます。 

その結果、「２時間にわたってパソコンの操作が不能になった」「Ｗｉｎｄｏ

ｗｓ１０にアップグレードされたため、アプリケーションソフトの拡張機能を

導入せねばならず、コストが余分にかかった」など、多くのユーザーに混乱と

実害が生じています。 

そもそも、どのＯＳを使用するかは、各ユーザーの自由意思に委ねられるも

のであり、貴社が、ユーザーの要請もないのに勝手にアップグレードしたり、



アップグレードの時間をユーザーに強制指定したりすべきものではありませ

ん。 

少なくとも、事前にユーザーに対して、アップグレードを回避する方法が分

かりやすく表示されるべきです。 

また、ユーザーがアップグレードを複数回拒否した場合には、当該ユーザー

のアップグレード拒否の意思表示は明確になされたと考えられますので、それ

以降のＷｉｎｄｏｗｓ１０へのアップグレードを勧めるダイアログボックス

を表示すること自体を貴社はやめるべきです。 

以上のとおり、要請します。 

 

 


